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２．ＪＡグループの政策提案のポイント

本日のお話

１．食料安全保障の必要性

３．今後の課題
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「食」を「農」をとりまく５つのリスク

⚫ 農業就業人口は年約8.5万人
のペースで減少。新規就農者
は年約５万人程度。

⚫ 平均年齢も平成の30年間で
10歳高齢化。

⚫ 日本の食料自給率は38％（令和3年度）。
長期にわたり低迷。

⚫ 食料・農業・農村基本計画での
目標値は、令和12年度で45％。

⚫ 異常気象は世界的に発生。
⚫ 日本でも自然災害が回数・被害額と

も増加。令和2年度の農林水産関係被
害額は2,473億円。

⚫ 世界の人口は今後も増加し、2050年に
は97憶人まで増加予測。

⚫ 2010年から2050までの40年間で世界
が必要とする食料は約1.7倍に増加予測。

⚫ TPP11、日EU･EPA、日米貿易協定など、
国際化は急速に進展。

⚫ 平成14年から令和3年までの20年間で、
農産物輸出額は約6,000億円増加。一方、
輸入額は約2.7兆円増加し、約7兆円。

食料自給率（カロリーベース）比較

38％

①生活に不可欠な「食」と「農」の状況

１ 今なぜ食料安全保障が必要か？
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半年後

【マスクなど工業製品】

【農畜産物（輸入に頼れない場合）】

・生き物が相手であり、生産*にも、技術習得（人材育成）にも時間がかかる
＊米は収穫までに1年。肉牛は出荷までに3年超。

・自然の影響を受けるため、生産場所を選ぶとともに、安定生産が難しい

複数年

⇒不測時ではなく、平時からの食料安全保障の強化が必要！

②食料安全保障の強化は、時間等がかかる
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③では、日本の状況を数字で見てみましょう

【品目別の需要量】

米 ：約700万㌧（1人当たり56kg）

小 麦：約560万㌧（うち輸入 約460万㌧、国産 約100万㌧）

大 豆：約360万㌧（うち搾油用 約240万㌧、食用※約100万㌧）
  ※食用の国産は約24万㌧

  ﾄｳﾓﾛｺｼ：約1,580万㌧（うち輸入約1,560万㌧、国産約20万㌧）
（うち飼料用 約1,140万㌧、ｺﾝｽﾀｰﾁ約320万㌧）

牛 肉：約93万㌧（うち輸入 約59万㌧、国産※約34万㌧）
※国産のうち、和牛 約16万㌧、乳用種 約9万㌧、交雑種 約8万㌧

 牛乳･乳製品: 約1,200万㌧（うち国産※約760万㌧､輸入乳製品 約470万㌧）
※国産のうち、牛乳 約400万㌧、脱脂粉乳･ﾊﾞﾀｰ約187万㌧、
生ｸﾘｰﾑ･ﾁｰｽﾞ約168万㌧
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主な政治日程 JAグループ

【令和４年】

1２月
政府・与党「食料安全保障強化政策大綱」

【令和５年】

1月

2月 ９日　全中理事会（基本的考え方）

3月

4月 統一地方選挙

5月

12日　自民党食料安全保障検討委員会（団体要請）

11日　全中理事会（政策提案）

12日≪政策推進全国大会≫

       　野村農林水産大臣要請（政策提案）

6月

８日　全中理事会

（税制改正要望（骨子）、品目別対策の基本的考え方）

7月
20日　全中理事会（予算要望）

8月
末　概算要求・税制改正要望

18日　全中通常総会

9月 14日～15日　農政基礎研修会

10月
５日　全中理事会

（税制改正要望、品目別政策提案骨子）

11月
水田農業対策とりまとめ

９日　全中理事会

（補正予算要望？、品目別政策提案）

中旬≪基本農政確立全国大会≫

12月
甘味資源・畜産物価格決定
補正予算？、予算編成・税制改正

　　政府・与党、ＪＡグループの主な関係日程

国消国産月間

食料・農業・農村基本法の検証・見直し

中間とりまとめ策定？

自民党、基本法の見直しに関する提言策定

政策提案 組織討議

基本的考え方 組織討議

２ー１ 基本法見直しに関する主なスケジュール

✓組織討議を２回実施
✓全県から意見を集約

✓５月に全国大会を開催
✓政府等のとりまとめに
ＪＡグループの考えを
反映

✓秋には、国消国産月
間や全国大会を開催
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（１）食料安全保障の位置づけ・関連施策の強化・再構築
① わが国における食料安全保障の定義を明らかにしたうえで、「平時」を含む「食料安全保障の強化」を基本法の目
的として明確に位置づけるとともに、食料安全保障の状況を適切かつ定期的に評価する仕組みの構築や政府全
体で対応しうる体制を整備するなど、国家をあげた課題として、施策の強化・再構築をはかること。

（２）国内生産の増大を基本とした方向の明確化
① 食料の安定供給の確保に向け、改めて国内生産の増大を中心に取り組むことを基本法において強調し、自給
率・自給力の向上および生産基盤の強化に向けた施策を講じること。

② 輸入依存が大きい農産物（小麦・大豆・飼料作物など）および輸入代替が期待できる農産物（米粉など）の増産、
国産への切替・安定供給に向けた措置を基本法に明記し、食料備蓄を強化すること。

（３）生産資材の確保・安定供給
① 生産に必要な資材の確保・安定供給や生産性・品質の向上、国内資源の有効活用・流通の円滑化、調達の多様
化、備蓄などの措置を講じること。

（目的）
第一条 この法律は、食料、農業及び農村に関する施策について、基本理念及びその実現を図るのに基本となる事項を定め、並びに国及び地
方公共団体の責務等を明らかにすることにより、食料、農業及び農村に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって国民生活の安定向上
及び国民経済の健全な発展を図ることを目的とする。

（不測時における食料安全保障）
第十九条 国は、第二条第四項に規定する場合において、国民が最低限度必要とする食料の供給を確保するため必要があると認めるときは、
食料の増産、流通の制限その他必要な施策を講ずるものとする。

２ー２「政策提案」ポイント①：食料安全保障、国産へ切替

尿素（N） リン安（N・P） 塩化加里（K）
＜2020肥料年度での輸入状況＞＜日本の穀物等の備蓄＞

営農に欠かせない肥料は、中国など海外輸入に依存

品目 備蓄水準

国
産

米 100万トン程度

輸
入

食糧用
小麦

90万トン
需要量2,3ヵ月分

＜加工・業務用野菜の割合＞

約３割が輸入
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（参考）ＪＡグループの取り組み事例（耕畜連携など）

【堆肥ペレット・稲わら広域流通実証】

【耕畜連携のブランド化等（JA全農ひろしま、JA菊池）】【子実用とうもろこし生産実証】
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全農宮城県本部の
稲わら（140t）

⇔
鹿児島経済連の

堆肥ペレット（60t）

約1,500kmの広域流通で
県域を超えた耕畜連携

【全農 耕×畜なび】

堆肥原料の畜種や生産量、堆肥の形状
等から堆肥センターを検索可能

※そのほか、コントラクターによる飼料生産、稲わらの地域内流通支援、
国産粗飼料の広域流通検討など、様々な取り組みを実施！

＜全農＞
⚫ JA古川管内の大豆生産組合を中心とした圃場で大豆との輪作を開始
⚫ JA全農北日本くみあい飼料の石巻工場で飼料原料として使用

子実用とうもろこし生産の
大規模な実証試験に着手

「3－R」により、耕畜連携を
見える化・ブランド化

穀物飼料の地産地消による
ブランド化

【未利用資源活用等（JA全農おかやま、JAあまみ）】

⚫ さとうきびの枯葉（はか
ま）を粗飼料化し、肉用牛
に給与

⚫ 堆肥はさとうきび畑に還元

地方自治体と連携し、
飼料価格高騰対策に取り組む

牡蠣殻を飼料として活用し、
「里海卵」として商品化

⚫ 堆肥センターの生産・流通実態の見える化、
畜産農家と耕種農家のマッチング機会の創
出を目的としたウェブサイトを公開

⚫ 全国のJAや一部自治体を対象としたアン
ケートや実地調査のデータを反映



① フードバンクや子ども食堂等への支援の強化および新たな食料支援策を講じること。

② 学校給食や公共調達の国産化など、国・地方自治体が一体となった国産農畜産物の消費促進、移動購買車への
支援など、円滑な食品アクセスの確保に向けた施策を講じること。

１．フードバンク
○ 生産・流通・消費などの過程で発生する未利用食品を食品企業や農家な

どからの寄付を受けて、必要としている人や施設等に提供する取組。
○ 各国の農業政策に位置付けられ、多くの国で展開。わが国でも、取り組

みが拡大（北海道から沖縄まで約180団体が活動）
○ JAグループも各段階で支援。

２．こども食堂
○ 「こども食堂」は、子どもが一人でも行ける無料または低額の食堂。わ

が国で急速に増加しており、全国で約6000か所（R３年）

国は、フードバンク等に対し、食品の受け入れ・提供拡大に向け、支援を
実施。また、コロナ対策として、こども食堂等への米の提供を支援。

＜民間による主な食料支援＞

✓ 食料安全保障の強化の観点から、フードバンクや子ども食堂等への支援の強化および新たな食料支援策を講じることが必要

２ー２「政策提案」ポイント②：新たな食料支援策など

【概要】
• SNAP（補助的栄養支援対策プログラム。旧フードスタン

プ）として、低所得者層の受給者に対し、給付金を支給。
• 受給者はSNAP専用カード（SNAP用口座と紐づいたデ

ビットカードのようなもの）により食料品を購入。
• 給付額は世帯の規模や収入、家賃や医療費等の地域の支

出水準等により異なる。
• 一人当たりの平均給付額はひと月当たり127ドル（約
18,000円）（2021年度）。

• コロナ前の平均予算額は約670億ドル（約9.4兆円）。

【受給要件等】
• 所得等が、政府の定める基準額以下に該当する者が受給
対象（約4,200万人＝米国人の約8人に1人）がSNAPを
受給。

【ＳＮＡＰにより購入可能な食料品等】
• アルコール飲料や、惣菜等の中食などを

除く食品が主な購入可能品目。
• 政府により認可された小売店で購入可。

＜米国における食料支援策（SNAP）＞
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① 持続可能な農業の実現に向け、「合理的な価格」については、適正な価格形成の実現を意識した「農業の再生産
に配慮した適正な価格」とすること。

② 「食料の供給」に加え、生産・流通コスト等をふまえた適正な価格の転嫁、環境負荷軽減の取り組み強化など、食
料安全保障上の事業者の責務を基本法に明記すること。

③ 「消費者の需要に即した農業生産の推進」に加え、食料安全保障の観点から、海外の取り組みなどを参考に、再
生産に配慮した適正な価格形成の仕組みについて、早急に具体化をはかること。

（食料の安定供給の確保）
第二条 食料は、人間の生命の維持に欠くことができないものであり、かつ、健康で充実した生活の基礎として重要なものであることにかん
がみ、将来にわたって、良質な食料が合理的な価格で安定的に供給されなければならない。

（事業者の努力）
第十条 食品産業の事業者は、その事業活動を行うに当たっては、基本理念にのっとり、国民に対する食料の供給が図られるよう努めるもの
とする。

２ー２「政策提案」ポイント③：適正な価格形成
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農産物総合

＜主な生産資材価格および農産物価格の推移＞ ＜取引の連鎖（イメージ）＞

農
業
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・
Ｊ
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加
工
業
者
（
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）

食
品
小
売
業
者

供給

転嫁できて
いない！

支払い

価格
交渉

売
り
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買
い
手

供給

支払い

価格
交渉

売
り
手

買
い
手

供給

支払い

売
り
手

買
い
手

消
費
者

価格交渉力

長期にわたるデフレ経済のなか、価格の安さだけで競争する
食品販売が普遍化
⇒ 食料安全保障上の事業者の責務を明記するとともに、適正
な価格形成の仕組みの具体化が必要！

売り手・買い手の規模の差が、価格交渉力に影響
（大手小売業者＞加工業者＞農業者）
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① 「中小・家族経営」などの多様な経営体を基本法に位置づけ、その育成・確保に向けた施策を講じること。新規就農
者や雇用就業者などの育成・研修、事業承継、農作業受託組織など農業サービス事業体の育成・促進をはかること。

② 農地の持続性をもった最大限の活用をはかるため、国が責任をもって優良農地を確保・活用する旨基本法に明記
し、不適切な取得・利用の排除、優良農地の転用規制の強化など、地域と調和した農地の適正利用を強化すること。

（専ら農業を営む者等による農業経営の展開）
第二十二条 国は、専ら農業を営む者その他経営意欲のある農業者が創意を生かした農業経営を展開できるようにすることが重要であること
にかんがみ、経営管理の合理化その他の経営の発展及びその円滑な継承に資する条件を整備し、家族農業経営の活性化を図るとともに、農業
経営の法人化を推進するために必要な施策を講ずるものとする。

１９９８年 ２０２２年 増減

農業従事者数 ６９１万人 ２２９万人
（２０２１年）

▲４６２万人
（▲６７%）

基幹的農業従事者数 ２４１万人 １２３万人
▲１１８万人
（▲４９%）

農業従事者数：１５歳以上の世帯員のうち、調査期前１年間に自営農業に従事した者
基幹的農業従事者:１５歳以上の世帯員のうち、普段仕事として主に自営農業に従事している者

＜農業従事者数等の推移＞ ＜基幹的農業従事者数の年齢構成＞
60歳以上
が約85%

２ー２「政策提案」ポイント④：
多様な経営体の位置づけ、農地の適正利用

✓ 生産基盤および地域経済・社会の維持をはかるため、地域計画に
位置付けられた「中小・家族経営」などの多様な経営体の育成・確
保が不可欠

✓ 新規就農者等の育成、事業承継、農作業受託組織などサービス事
業体の育成・促進が必要
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① 農業者・事業者・消費者それぞれにおいて、環境負荷軽減に向けた取り組みを促進する旨基本法に明記するとと
もに、研究・技術開発の促進、国内資源・未利用資源の最大限の活用に向けた措置を講じること。

② DX化、スマート農業などの技術開発・実装の推進、品種開発・改良および知的財産の保護・活用を促進する旨基
本法に明記するとともに、物流の強化・効率化に向けた施策を講じること。

堆肥の散布によ
る化学肥料の使
用量削減

ドローンを活用
した効率化によ
る化学農薬の削
減

【JAグループの環境調和型農業の推進】

みどりの食料システム法に基づく
各自治体における計画策定が順次開始

当面の政策の動きや
環境変化にともなう

中長期的な推進に係る検討

みどりの食料システム戦略の目標

（2030年・2050年）

農水省の各種事業を活用しつつ、
自治体との協議・連携が必要

【地域実態に応じた環境調和型農業の実践】

【ＧＨＧ（温室効果ガス）削減の
見える化取り組み（ＪＡみやぎ登米）】

環境配慮した農産物…購入意欲は？ ラベ
ルで「三つ星」表示 農水省が実証実験

（令和4年11月7日 日本農業新聞）

直面する課題への対応

【水田からのメタン排出削減の考え方】

２ー２「政策提案」ポイント⑤：環境負荷軽減（みどり）など
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① 日本型直接支払いを基本法に明確に位置づけ、地域・環境保全の強化に向けた施策の拡充、農業関係人口の増
大に向けた施策、鳥獣被害対策とその体制整備の実施、農福連携の推進を基本法に明記すること。

② 都市農業が「都市住民の農業に対する理解の醸成」を含む「多様な機能」を果たしていることを基本法に明記する
こと。

③ JAなど農業団体が食料・農業・農村振興に果たしている役割を基本法に明記するとともに、地方公共団体や関係
団体との連携強化やその役割発揮に必要な施策を講じること。

＜現行の日本型直接支払＞

「農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律」に基づく制度として実施。

①環境保全型農業直接支払

・自然環境の保全に資する生産方式の導入にかかる活動の追加的コストを支援

②多面的機能支払

・多面的機能を支える共同活動を支援

・地域資源（農地、水路、農道等）の質的向上を図る共同活動を支援

③中山間地域等直接支払

・中山間地域等における農業生産条件の不利を補正。中山間地域等において、農用地を維持管理していくための協定に従って農業生産活動
等を行う場合に、面積に応じて一定額を交付

２ー２「政策提案」ポイント⑥：
農村の活性化、ＪＡなど関係団体の役割強化

（農業者等の努力）
第九条 農業者及び農業に関する団体は、農業及びこれに関連する活動を行うに当たっては、基本理念の実現に主体的に取り組むよう努める
ものとする。
（農業者等の努力の支援）
第十一条 国及び地方公共団体は、食料、農業及び農村に関する施策を講ずるに当たっては、農業者及び農業に関する団体並びに食品産業の
事業者がする自主的な努力を支援することを旨とするものとする。

（団体の再編整備）
第三十八条 国は、基本理念の実現に資することができるよう、食料、農業及び農村に関する団体の効率的な再編整備につき必要な施策を講
ずるものとする。
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（参考）5月12日の全国大会（JAグループ）の模様

5月12日の全国大会には、
Web出席含め4,000名超
が参加。森山先生からの
講演もあり。
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３ー１ ＪＡグループの取り組み結果と今後の課題

＜農水省 基本法検証部会に関する
日本農業新聞記事（令和5年5月19日）＞

① ５月に決定したＪＡグループの政策提案や５月１２日の全国大会を受け、政府等では、基本法見直しに関するとり
まとめなど整理・検討しているが、概ねＪＡグループの考え方が反映されたもので整理。

② 今後については、政府（農水省検証部会）の中間とりまとめについては、パブリックコメントや地方公聴会などが行
われる予定。基本法の具体的な見直し（条文等）や関連法案については、今後検討される見通し。

＜自民党 基本法見直し提言案に関する
日本農業新聞記事（令和5年5月17日）＞ 14
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（参考）官邸 食料安定供給･農林水産業基盤強化本部資料（6月2日）
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３－２ 「国消国産」統一運動の展開（令和５年度の取り組み）
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（参考）林先生を活用した広報資材（消費者向け）
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１．食料安全保障の必要性
⇒ 「平時」を含めた食料安全保障の強化が必要

本日の説明のまとめ

２．ＪＡグループの政策提案のポイント
⇒ 平時からの食料安全保障、輸入から国産へ、
適正な価格形成、多様な経営体などがポイント

３．今後の課題
⇒ 政府・与党のとりまとめに、ＪＡグループの考え
は概ね反映。

⇒ 基本法条文や関係施策などの対応のほか、
「国民理解と行動変容」が今後課題 19
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